
名古屋市産後ケア事業実施要綱 

 

 

（目的） 

第 1条 名古屋市産後ケア事業（以下「産後ケア事業」という。）は、退院直後の

入院を要しない程度の心身の不調・育児不安等により、育児困難感がある母親及

び乳児（以下「母子」という。）に対して、産後の母親の心身のケアや育児のサ

ポートを行うことにより、育児不安を軽減し、安心して育児ができるよう子育て

支援の一助とする。 

 

（実施主体） 

第 2条 実施主体は名古屋市（以下「市」という。）とする。ただし、宿泊による

支援（以下「宿泊型」という。）または日帰りによる支援（以下「通所型」とい

う。）は、第 3条に定める事業者に委託することができる。 

また、訪問による支援（以下「訪問型」という。）は、第 4条に定める事業者

に委託することができる。 

 

（宿泊型及び通所型委託事業者） 

第 3条 宿泊型または通所型を委託できる事業者は、市内及び市に近接する愛知県

内の市町村にある次の各号に掲げる要件をいずれも満たす、医療法（昭和23年法

律第 205号）に定める病院、診療所及び助産所を有する者とする。 

(1) 産後ケア事業に関する知識及び技術において高い専門性を有し、現に日常的な

業務において専ら妊産婦とかかわる助産師等を配置し、母体ケア、乳児ケア、育

児指導・相談等を行っていること。 

また、宿泊型を実施する場合は、母子の入院の受入れが可能であること。 

(2) 母子 1組あたり 6.3㎡以上の、宿泊型または通所型を提供するための個室が確

保されていること。 

(3) 宿泊型を実施する場合は、入浴施設を有すること。 

(4) 産後ケア事業の実施時間内においては、産後ケア事業に従事できる助産師を 1

名以上配置すること。 

(5) 母体ケア、乳児ケア、育児指導・相談を行う実施体制が確保できること。 

(6) 食事の提供ができること。 

(7) 宿泊型を実施する場合は、第 6条第 1号に規定する支援内容が提供できるこ

と。 

(8) 通所型においては第 6条第 2号に規定する支援内容が提供できること。 

(9) 産後ケア事業の利用者の身体、精神状態等が悪化した場合などの緊急時の対応

が施設内外で実施できること。 

(10)市との適切な連絡体制が確保できること。 

2 前項第 2号及び第 3号の設備は、産後ケア事業専用の設備であることを要しな

い。 



 

（訪問型委託事業者） 

第 4条 訪問型を委託できる事業者は、市内及び市に近接する愛知県内の市町村に

ある次の各号に掲げる要件をいずれも満たす医療法（昭和23年法律第 205号）に

定める病院、診療所及び助産所を有する者とする。 

(1) 産後ケア事業に関する知識及び技術において高い専門性を有し、現に日常的な

業務において専ら妊産婦とかかわる助産師を配置し、母体ケア、乳児ケア、育児

指導・相談等を行っていること。 

(2) 母体ケア、乳児ケア、育児指導・相談を行う実施体制が確保できること。 

(3) 第 6条第 3号に規定するサービスが提供できること。 

(4) 産後ケア事業の利用者の身体、精神状態等が悪化した場合などの緊急時の対応

が実施できること。 

(5) 市との適切な連絡体制が確保できること。 

 

（対象者） 

第 5条 産後ケア事業の対象は、原則として市内に住所を有し、かつ出産後 4か月

未満の母子で、市長が、名古屋市産後ケア事業利用チェックリスト（以下「チェ

ックリスト」という。）により次の各号のいずれにも該当すると認める者とす

る。ただし、その他市長が支援を必要と認める場合は出産後 1年未満までの者と

する。 

なお、チェックリストについては市長が別に定めるものとする。ただし、医療

的介入の必要な者又は感染症状がある者は除く。 

(1) 病院等への入院を要しない程度の心身の不調がある者 

(2) 育児に不安がある者 

(3) 家族等から十分な援助が受けられない者 

 2 訪問型を利用しようとする者は前項に加えて、名古屋市新生児・乳児訪問指導

実施要綱に定める保健師等の面談を受けた者とする。 

 

（支援内容） 

第 6条 前条に規定する母子に対し、次の各号に掲げる支援内容（以下「サービ

ス」という。）を実施するものとする。なお、サービスの詳細については別に定

めるものとする。 

(1) 宿泊型 

母子を宿泊させ、別表 1の区分に基づくサービスの提供により、母子への心身の

ケアを実施するとともに，育児に資する指導等を実施する。 

(2) 通所型 

母子を日帰りで施設利用させ、別表 1の区分に基づくサービスの提供により、母

子への心身のケアを実施するとともに、育児に資する指導等を実施する。 

(3) 訪問型 

母子の居宅を訪問し、別表 1の区分に基づくサービスの提供により、母子への心



身のケアを実施するとともに、育児に資する指導等を実施する。 

 

（サービス提供者） 

第 7条 前条に規定するサービスは、原則として助産師が実施するものとする。 

 

（利用期間） 

第 8条 サービスの利用期間は、原則、出産後 4か月未満とする。ただし、市長が

支援を必要と認める場合は出産後 1年未満まで利用することができることとす

る。 

2 サービスの利用限度は、前項の期間内において、第 6条各号に掲げるサービスの

利用日数を合算して 7日とし、その内訪問型の利用日数は 3日を限度とする。 

ただし、市長が必要と認める場合は、14日を限度として利用することができる。こ

の場合においても、訪問型の利用日数は 3日を限度とする。 

 

（利用の申請） 

第 9条 産後ケア事業を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は、名古

屋市産後ケア事業利用申請書兼情報提供等同意書（第 1号様式。以下「申請書」

という。）に母親及び配偶者の所得の状況等が確認できる資料を添付し、市長に

申請するものとする。 

 

（利用承認及び通知） 

第10条 市長は、前条の規定に基づく申請があったときは、申請者が第 5条に規定

する対象者に該当することを確認の上、第 3条及び第 4条により委託した産後ケ

ア事業の事業者（以下「委託事業者」という。）と日程及びサービス内容につい

ての調整を行い、利用の承認を決定する。 

2 市長は、承認を行った場合は、名古屋市産後ケア事業利用承認決定通知書（第 

2号様式）により、速やかに申請者に通知するとともに、委託事業者に対して名古

屋市産後ケア事業利用承認決定事項連絡書（第 3号様式）により連絡するものとす

る。 

また、市長は委託事業者と調整の上、申請書の写し及びチェックリストの写し等

を委託事業者に送付することができる。 

3 委託事業者は、サービスの提供開始前に利用者に連絡し、その利用に係る説明

及び必要な調整等を行わなければならない。 

4 市長は、承認を行わなかった場合は、申請者に対し、名古屋市産後ケア事業利

用不承認決定通知書（第 4号様式）により通知するものとする。 

 

（利用日の追加） 

第11条 宿泊型においてサービスの利用を承認された利用者が、当該利用に引き続

いて利用日の追加を希望する場合は原則当該利用希望日の 2日前（名古屋市の休

日を定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第2条第1項に規定する本市の休



日（以下「休日」という。）を除く。）の17時までに委託事業者に連絡するとと

もに、名古屋市産後ケア事業利用日追加申請書（第 5号様式）により市長に申請

するものとする。 

2 市長は、前項の規定に基づき利用日の追加の申請があったときは、名古屋市産

後ケア事業利用日追加承認決定通知書（第 6号様式）により、利用者に通知する

とともに、名古屋市産後ケア事業利用日追加承認決定連絡書（第 7号様式）によ

り、委託事業者に連絡するものとする。 

 

（利用日の変更） 

第12条 委託事業者のやむを得ない理由により、サービスの利用日を変更する場合

は、利用日（利用日が休日の場合は、その直前の休日でない日）までに委託事業

者より市長へ連絡するものとする。 

2 前項により、利用日を変更する場合、委託事業者は利用変更届（委託事業者用）

（第 8号様式）を原則、変更後の新たな利用希望日の 5日前（休日を除く。）ま

でに市長へ提出するものとする。ただし、変更後の新たな利用希望日は前項によ

り変更しようとする利用日より原則、1か月以内の日付に限る。 

3 市長は、前項の規定に基づき利用日の変更の届出があったときは、名古屋市産

後ケア事業利用日変更承認決定通知書（第 9号様式）により、利用者に通知する

とともに、名古屋市産後ケア事業利用日変更承認決定連絡書（第10号様式）によ

り、委託事業者に連絡するものとする。 

 

（取消） 

第13条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当する場合には、利用承認を取

り消すことができるものとする。 

(1) この要綱に違反したとき。 

(2) 偽りその他不正の手段で利用承認決定を受けたとき。 

(3) 委託事業者に対して非行があったとき。 

 (4) その他市長が利用を不適当と認めたとき。 

2 市長は、前項の規定により利用を取り消した場合は、名古屋市産後ケア事業利

用承認決定取消通知書（第11号様式）により、当該利用者に通知するとともに、

委託事業者に対して名古屋市産後ケア事業利用承認決定取消連絡書（第12号様

式）により、連絡するものとする。 

 

（実施結果の報告） 

第14条 宿泊型または通所型を実施した委託事業者は、支援を終了した場合、名古

屋市産後ケア事業実施結果報告書（宿泊型・通所型）（第13号様式）を作成し、

市長に報告するものとする。 

2 訪問型を実施した委託事業者は、支援を終了した場合、名古屋市産後ケア事業

実施結果報告書（訪問型）（第13- 2号様式）を作成し、市長に報告するものとす

る。 



 

（費用の負担） 

第15条 産後ケア事業の実施にあたっての利用料は、別表 2に掲げるとおりとす

る。 

2 利用者は、前項の利用料のうち、別表 3に掲げる利用者負担額を負担するもの

とし、サービスの利用終了時に直接委託事業者に支払うものとする。 

3 市長は、第 1項に定める利用料から前項に定める利用者負担額を控除した額を

委託料として負担するものとする。 

 

（委託料の請求） 

第16条 委託事業者は、前条第 3項に定める委託料について、名古屋市産後ケア事

業月別利用報告書（第14号様式）及び名古屋市産後ケア事業委託料請求書（第15

号様式）により、当月分を翌月10日までに市長に請求するものとする。 

 

（委託料の支払） 

第17条 市長は、前条の規定に基づく委託料の請求を受けた時は、その請求内容を

審査し、支払要件を満たしているものについて、別途締結する委託契約に基づき

支払を行うものとする。 

 

（研修の実施） 

第18条 委託事業者は、産後ケア事業に従事する実施担当者に対し、必要な研修を

実施または受講させ、資質向上に努めるものとする。 

 

（事業内容の改善） 

第19条 市長は、本事業の適正な実施を図り、良質なサービスが提供されるよう、

委託事業者の業務内容を調査し、改善について必要な措置を講ずるものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第20条 本事業を実施するにあたっては、利用記録の漏洩を防止するとともに、実

施担当者には守秘義務を課すなど、関係法令を遵守することに加え、名古屋市個

人情報保護条例に基づき、必要な個人情報保護対策を講じ、上記事項やガイドラ

イン等を遵守するものとする。 

 

（その他） 

第21条 この要綱に定めるもののほか、産後ケア事業の実施に必要な事項は市長が

別に定めるものとする。 

 

 

附 則 

（施行期日） 



1 この要綱は、平成27年10月1日から施行する。 

（準備行為） 

2 産後ケア事業を実施するために必要な研修その他の準備行為は、施行日前にお

いても行うことができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成28年4月1日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この要綱は、平成30年4月1日から施行する。 

2 この改正後においても、当分の間、従前の様式を使用することができる。 

 

附 則 

1 この要綱は、平成30年 8月23日から施行する。 

2 この要綱による改正後の名古屋市産後ケアモデル事業実施要綱の規定は、平成

30年 6月 1日以降の利用者負担額から適用し、同年 5月以前の利用者負担額につ

いては、なお従前の例による。 

 

附 則 

1 この要綱は、平成31年 4月 1日から施行する。 

2 この要綱の施行の際現に名古屋市産後ケアモデル事業実施要綱の規定に基づい

て提出されている名古屋市産後ケアモデル事業利用申請書兼情報提供等同意書

は、この要綱の規定に基づいて提出されたものとみなす。 

3 この要綱の施行の際現に名古屋市産後ケアモデル事業実施要綱の規定に基づい

て作成されている様式は、当分の間修正して使用することができる。 

 

附 則 

1  この要綱は、令和 2年12月 1日から施行する。 

2  この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の要綱の規定等に基づいて作成

されている用紙は、この要綱による改正後の要綱の規定等にかかわらず、当分の

間、修正して使用することができる。 

 

附 則 

1  この要綱は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

2 寡婦控除のみなし適用の廃止については、令和 3年 6月分の利用者負担額から

適用し、同年 5月分以前の利用者負担額については、なお従前の例による。 

 

  附 則 



1  この要綱は、令和 5年 4月 1日から施行する。 

 

  附 則 

1  この要綱は、令和 6年 1月12日から施行する。 

2  この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の要綱の規定等に基づいて作成

されている用紙は、この要綱による改正後の要綱の規定等にかかわらず、当分の

間、修正して使用することができる。 

3 この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の規定に基づいて提出されてい

る申請書等は、この要綱による改正後の規定に基づいて提出されたものとみな

す。 

 

附 則 

1  この要綱は、令和 6年10月 1日から施行する。 

2 この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の規定に基づいて提出されてい

る申請書等は、この要綱による改正後の規定に基づいて提出されたものとみな

す。



別表 1 

 

産後ケア事業サービス内容 

区分 サービス内容 

宿泊型 

原則として、入所時間は 10

時、退所時間は退所日の 16 時

とし、右欄に掲げるサービス

を提供する。 ・母親の健康管理や生活面の指導 

・乳房ケアや授乳方法の指導 

・乳児の沐浴指導、発達・発育の

チェック、体重・排泄のチェッ

ク、スキンケアなどの育児方法

の指導 

・育児相談 

・その他必要とする保健指導・相

談 

通所型 

原則として、実施時間は 10 時

から 16 時までとし、右欄に掲

げるサービスを提供する。 

訪問型 

原則として、訪問時間は 9 時

から 17 時までの間で 90 分程

度とし、右欄に掲げるサービ

スを提供する。ただし、休日

を除く。 

また、1 日あたり 1 回の利用

を限度とする。 

 

 

別表 2  

 

産後ケア事業 利用料 

区分 単価 

宿泊型 1 日あたり 27,270 円（※） 

通所型 1 日あたり 18,180 円    

訪問型 1 日あたり 12,000 円 

（※） 1 日とは 0 時から 24 時とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 3 

 

産後ケア事業 利用者負担額 

階層区分 

利用者負担額（1日あたり） 

宿泊型 通所型 訪問型 

Ⅰ 
生活保護 受給者 

市民税非課税の者 
0 円 0 円 0 円 

Ⅱ 

Ⅰの場合を除き 

母親及び配偶者の合算所得が 

730 万円未満の者 

3,520 円 2,360 円 1,560 円 

Ⅲ 

Ⅰの場合を除き 

母親及び配偶者の合算所得が 

730 万円以上の者 

11,020 円 7,270 円 4,800 円 

（備考） 
1 申請時の前年の所得（ 1月から 5月までの申請については前々年の所得）で階層区分を決定
する。 

2 所得の範囲は、地方税法（昭和25年法律第 226号）第 5条第 2項第 1号に掲げる市町村民税
（特別区が同法第 1条第 2項の規定によって課する同法第 5条第 2項第 1号に掲げる税を含
む。以下同じ。）についての同法その他の市町村民税に関する法令の規定による非課税所得以
外の所得とする。 

 3 所得の額の計算方法は、その所得が生じた年の翌年の 4月 1日の属する年度分の市町村民税
に係る地方税法第 313条第 1項に規定する総所得金額（所得税法第28条第 1項に規定する給与
所得又は同法第35条第 3項に規定する公的年金等に係る所得を有する場合には、同法第28条第
二項の規定により計算した金額及び同法第35条第 2項第 1号の規定により計算した金額の合計
額から10万円を控除して得た金額（当該金額が零を下回る場合には、零とする。）と同項第 2
号の規定により計算した金額とを合算した額を当該給与所得の金額及び同条第 1項に規定する
雑所得の金額の合計額として計算するものとする。）、退職所得金額及び山林所得金額、地方
税法附則第33条の 3第 5項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第34条第 4項
に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33条の 4第 1項若
しくは第 2項、第34条第 1項、第34条の 2第 1項、第34条の 3第 1項、第35条第 1項、第35条
の 2第 1項、第35条の 3第 1項又は第36条の規定の適用がある場合には、これらの規定の適用
により同法第31条第 1項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、
地方税法附則第35条第 5項に規定する短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第33条の 4第 1項
若しくは第 2項、第34条第 1項、第34条の 2第 1項、第34条の 3第 1項、第35条第 1項又は第
36条の規定の適用がある場合には、これらの規定の適用により同法第32条第 1項に規定する短
期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35条の 4第 4項に規定
する先物取引に係る雑所得等の金額、外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の
非課税等に関する法律（昭和37年法律第 144号）第 8条第 2項（同法第12条第 5項及び第16条
第 2項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用利子等の額、同法第 8条第 4項
（同法第12条第 6項及び第16条第 3項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用配
当等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律
（昭和44年法律第46号）第 3条の 2の 2第10項に規定する条約適用利子等の額並びに同条第12
項に規定する条約適用配当等の額の合計額から 8万円を控除した額とする。 

4 前項に規定する市町村民税につき、次の（1）～（3）に掲げる者については、当該（1）～
（3）に定める額を前項の規定によって計算した額からそれぞれ控除するものとする。 
(1) 地方税法第 314条の 2第 1項第 1号、第 2号又は第 4号に規定する控除を受けた者当該雑
損控除額、医療費控除額又は小規模企業共済等掛金控除額に相当する額 

(2) 地方税法第 314条の 2第 1項第 6号に規定する控除を受けた者その控除の対象となった障
害者一人につき27万円（当該障害者が同号に規定する特別障害者である場合には、40万円） 

(3) 地方税法第 314条の 2第 1項第 9号に規定する控除を受けた者27万円 
5 階層区分Ⅰの「市民税非課税の者」は、申請時の年度（ 4月から 5月に申請する場合は前年
度）の個人市民税が母親及び配偶者ともに非課税の場合とする。 

6 階層区分Ⅰの「生活保護受給者」は申請時時点で生活保護法（昭和25年法律第144号）に規定
する被保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び
特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成6年法律第30号）に規定する支援給付を母親及び配
偶者ともに受けている者とする。 

 



第 1号様式

（宛先）名古屋市長

私は、下記のとおり名古屋市産後ケア事業の利用を申請します。

（ふりがな）

氏名

名古屋市 区 電話

氏名 （申請者との関係）

住所

乳児の氏名 出生日

出産医療機関 妊娠期間 週 出生体重

続柄 保育園・勤務先等

□宿泊型　□通所型　□訪問型 年　　月　　日

※宿泊型は開始日から終
了日までのすべての利用
日を記入

※宿泊型、通所型、訪問
型あわせて7日まで利用可
能。ただし、訪問型は最
大3日まで。

□宿泊型　□通所型　□訪問型

□宿泊型　□通所型　□訪問型 年　　月　　日

年　　月　　日

□宿泊型　□通所型　□訪問型 年　　月　　日

□宿泊型　□通所型　□訪問型 年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　情報提供等に関する同意書
　（宛先）名古屋市長

　　名古屋市産後ケア事業利用申請書兼情報提供等同意書及びチェックリストの内容並びにサービス
  利用にあたって必要な名古屋市が保有する情報（配偶者の情報を含む）を、名古屋市において確認
  されること及び利用が決定される事業者に情報提供されることに同意します。
　　また、サービス利用時の健康状態等の情報について、利用事業者から保健センターに情報提供さ
  れることに同意します。

　　　　　　　　　　　　　　    年　　月　　日　　氏名

　　特に希望する項目
　※希望する項目に をしてください

　□ 母親の健康管理や生活面の指導　　□ 乳房ケアや授乳方法の指導
　□ 乳児の沐浴指導、発達・発育のチェック、体重・排泄のチェック、
　　 スキンケアなどの育児方法の指導
　□ 育児相談  　□ その他の保健相談・指導（　　　　　　　　　　）

所得確認書類

※名古屋市確認欄（記入は不要です。）
　　　母親本人　所得金額　　　　　　　　円
　　　配偶者　　所得金額　　　　　　　　円
　　　　　　　　控除額　　　　　　　　　円
　　　　　合計　　　　　　　　　　　 　 円

年　　月　　日

□宿泊型　□通所型　□訪問型 年　　月　　日

　□　生活保護受給証明書

　□　市民税・県民税証明書等

名古屋市産後ケア事業利用申請書兼情報提供等同意書

世
帯
構
成

生年月日

申
請
者
（
母
親
）

年　 　月　 　日

生年月日

□宿泊型　□通所型　□訪問型

電話

年　　月　　日

緊急連絡先

年　 　月　 　日

ふりがな

ｇ

利用希望事業者名

希望するサービス及び利用希望日

年　　　月　　　日　

　　年　　月　　日　

住所

氏名

年　 　月　 　日



第 2 号様式 
   年  月  日  

 
              様 
 
                            名古屋市長 

 
 

名古屋市産後ケア事業利用承認決定通知書 

 
 

     年  月  日付けで申請のありました、名古屋市産後ケア事業利用について、

次のとおり承認しましたので、通知します。 
 
１ 利用者（母親） 

  氏 名                    
  住 所                                     
 
２ 利用事業者名 

  名 称                                 
 
３ 利用サービス及び利用期間  

区分 利用日 区分 利用日 

□ 宿泊型 
 

年 月 日 ～ 
  年 月 日 

□ 通所型 

年  月  日 
年  月  日 

年 月 日 ～ 
   年 月 日 

年  月  日 
年  月  日 

年 月 日 ～ 
      年 月 日 

年  月  日 
年  月  日 

年 月 日 ～ 
      年 月 日 

年  月  日 

□ 訪問型 
年  月  日 

年 月 日 ～ 
      年 月 日 

年  月  日 
年  月  日 

 
４ 利用者負担額 

        宿泊型          円 
        通所型          円 

１日あたり 訪問型          円  （階層区分        ） 
  ※利用終了時に事業者へ直接お支払い願います。 



第 3 号様式 
   年  月  日  

 
           様 
 
                            名古屋市長 

 

名古屋市産後ケア事業利用承認決定事項連絡書 

 
 名古屋市産後ケア事業利用について、次のとおり承認決定しましたので、連絡します。 
 
１ 利用者（母親） 

  氏 名                    
  住 所                                     
 
２ 利用サービス及び利用期間  

区分 利用日 区分 利用日 

□ 宿泊型 

年 月 日 ～ 
  年 月 日 

□ 通所型 

年  月  日 
年  月  日 

年 月 日 ～ 
   年 月 日 

年  月  日 
年  月  日 

年 月 日 ～ 
      年 月 日 

年  月  日 
年  月  日 

年 月 日 ～ 
      年 月 日 

年  月  日 

□ 訪問型 
年  月  日 

年 月 日 ～ 
      年 月 日 

年  月  日 
年  月  日 

（特記事項） 

 

 
３ 利用者負担額 

        宿泊型          円 
        通所型          円 

１日あたり 訪問型          円  （階層区分        ） 
  ※利用終了時に利用者が事業者へ直接お支払いします。 



第 4 号様式 

 

名古屋市産後ケア事業利用不承認決定通知書 

 
 
            様 
 
     年  月  日付けで申請のありました名古屋市産後ケア事業利用につ

きまして、次のとおり不承認としましたので通知します。 
 
     年  月  日 
 
 
                    名古屋市長            
 

申請者 

氏 名 
 

住 所 
 
 
 
 

（理由） 
 
□ 名古屋市産後ケア事業実施要綱第 5 条に規定する対象者に 

該当しないため 

 
□ その他 

 
この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して3箇月以内に、名古屋市長に対して審査請求をすることができま

す。なお、3箇月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して1年を経

過したときは、審査請求をすることができなくなります。 
この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日（審

査請求をしたときは、裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して6箇月以内に、

名古屋市を被告として（市長が被告の代表者となります。）処分の取消しの訴え

（取消訴訟）を提起することができます。なお、6箇月以内であっても、決定又

は裁決の日から1年を経過すると取消訴訟を提起することができなくなります。 



第 5 号様式 

     年  月  日 

 

（宛先）名古屋市長 

 

利用者氏名           

 

名古屋市産後ケア事業利用日追加申請書 

 

私は、名古屋市産後ケア事業利用承認決定通知書に記載された利用期間について、

下記の利用日を追加したいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 
 

担当助産師の意見 

（担当助産師が記載） 
 
 
 
 
 
 
 
（委託事業者が記載） 
 

委託事業者名                  

 
管理者氏名                  

 

区分 追加する利用日 

宿泊型 年 月 日 ～  年 月 日 



第 6 号様式 

     年  月  日 

 

              様 

 

                          名古屋市長 

 

名古屋市産後ケア事業利用日追加承認決定通知書 

 
年 月 日付けで申請のありました、名古屋市産後ケア事業利用日追加に

ついて、下記のとおり承認しましたので、通知します。 
 

記 

 

 
 

区分 追加する利用日 

宿泊型 年  月  日  ～   年  月  日 



第 7 号様式 

     年  月  日 

 

           様 

 

                          名古屋市長 

 

名古屋市産後ケア事業利用日追加承認決定連絡書 

 
名古屋市産後ケア事業利用日追加について、下記のとおり承認しましたので、連絡

します。 
 

記 

 
 
１ 利用者（母親） 
  氏 名                    
  住 所                                  
 
２ 追加する利用日 

 

区分 追加する利用日 

宿泊型 年  月  日  ～   年  月  日 



第 8 号様式 

     年  月  日 

 

（宛先）名古屋市長 

 

委託事業者名           

 

名古屋市産後ケア事業利用日変更届（委託事業者用） 

 

名古屋市産後ケア事業利用承認決定通知書に記載された利用期間について、利用日

を変更したいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

1 利用者（母親） 

  氏 名                    

  住 所                                  

 

2 変更する利用日 

 

 2 変更理由 

変更理由 

 

 

区分 変更前 変更後 

□ 宿泊型 年  月  日 ～ 
  年  月  日 

年  月  日 ～ 
  年  月  日 

□ 通所型 年  月  日 年  月  日 

□ 訪問型 年  月  日 年  月  日 



第 9 号様式 

   年  月  日  
 
              様 
 
                            名古屋市長 

 
 

名古屋市産後ケア事業利用日変更承認決定通知書 

 
 

     年  月  日付けで委託事業者より届出のありました、名古屋市産後ケア事業

利用について、次のとおり承認しましたので、通知します。 
 
1 利用者（母親） 

  氏 名                    
  住 所                                     
 
2 利用事業者名 

  名 称                                 
 
3 変更する利用日  

 

区分 変更前 変更後 

□ 宿泊型 年  月  日 ～ 
年  月  日 

年  月  日 ～ 
年  月  日 

□ 通所型 年  月  日 年  月  日 

□ 訪問型 年  月  日 年  月  日 



第 10 号様式 
   年  月  日  

 
          様 
 
                            名古屋市長 

 
 

名古屋市産後ケア事業利用日変更承認決定事項連絡書 

 
 名古屋市産後ケア事業利用について、次のとおり承認決定しましたので、連絡します。 
 
1 利用者（母親） 

  氏 名                    
  住 所                                     
 
2 利用事業者名 

  名 称                                 
 
3 変更する利用日  

 
 

区分 変更前 変更後 

□ 宿泊型 年  月  日 ～ 
年  月  日 

年  月  日 ～ 
年  月  日 

□ 通所型 年  月  日 年  月  日 

□ 訪問型 年  月  日 年  月  日 



第11号様式

様

                          名古屋市長

取 消 す る
利 用 日

理 由

　この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日（審査請求をした
ときは、裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して６箇月以内に、名古屋市を被告として
（市長が被告の代表者となります。）処分の取消しの訴え（取消訴訟）を提起することがで
きます。なお、６箇月以内であっても、決定又は裁決の日から１年を経過すると取消訴訟を
提起することができなくなります。

名古屋市産後ケア事業利用承認取消決定通知書

    　　　年　　　月　　　日　　

　名古屋市産後ケア事業の利用承認を取消することを決定しましたので通知します。

　この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算し
て３箇月以内に、名古屋市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内で
あっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすること
ができなくなります。

　　     　　　年　　　月　　　日　～　　　     　　　年　　　月　　　日



第12号様式

　様

名古屋市長

取 消 す る
利用者（母親）

取 消 す る
利 用 日

理 由

名古屋市産後ケア事業利用承認決定取消連絡書

    　　　年　　　月　　　日　　

　名古屋市産後ケア事業の利用承認を取消することを決定しましたので、連絡します。

　　     　　　年　　　月　　　日　～　　　     　　　年　　　月　　　日



第 13 号様式 

年 月 日  
 
 （宛先）名古屋市長 
 

委託事業者名             
 

名古屋市産後ケア事業実施結果報告書（宿泊型・通所型） 
 
下記のとおり名古屋市産後ケア事業を実施したので、実施結果を報告します。 

 
記 

 
１ 利用者（母親） 

氏 名               
住 所                                 

 
２ 利用サービス及び利用期間 

区分 利用期間 

□ 宿泊型 年 月 日 ～   年 月 日 
年 月 日 ～   年 月 日 

□ 通所型 
年 月 日 
年 月 日 
年 月 日 

 
３ 利用の状況 

母 子 の 状 況 

（来所時の状況） 

（利用中の状況） 

（退所時の状況） 

（全体を通して） 

保健センターへ

の引き継ぎ事項  

 
４ その他利用者に対し実施したサービス等（産後ケア事業に含まれないもの） 

 



第 13 - 2 号様式 

年 月 日  
 
 （宛先）名古屋市長 
 

委託事業者名             
 

名古屋市産後ケア事業実施結果報告書（訪問型） 
 
下記のとおり名古屋市産後ケア事業を実施したので、実施結果を報告します。 

 
記 

 
１ 利用者（母親） 

氏 名               
住 所                                 

 
２ 利用期間 

  訪問実施日 
年 月 日 
年 月 日 
年 月 日 

 
３ 利用の状況 

母子の訪問時の

状況 

□母親の健康管理や乳房ケア、授乳方法の指導等 
 
 
 
 

・母乳   回/日、人工乳  回/日                        

□児の発達・発育確認、沐浴・スキンケアなどの育児指導 
 
 
 
 

・体重    g (日増  g ) ・頭囲    cm   
□その他育児指導・相談 
 
 
 

保健センターへ

の引き継ぎ事項 

 
 
 

 



第14号様式
年　月　日　

下記のとおり、　　年　月分名古屋市産後ケア事業利用状況を報告します。

計（のべ日数）

　
母
親
の
健
康
管
理
や
生
活
面
の
指
導

利用者氏名

サービスの内容

　
育
児
相
談

宿泊型

　
乳
房
ケ
ア
や
授
乳
方
法
の
指
導

　
乳
児
の
沐
浴
、
発
達
・
発
育
の
チ
ェ
ッ
ク
、
体
重
・
排

　
泄
の
チ
ェ
ッ
ク
、
ス
キ
ン
ケ
ア
な
ど
の
育
児
方
法
の
指
導

Ⅱ
階
層

Ⅲ
階
層

Ⅰ
階
層

 委託事業者名

名古屋市産後ケア事業月別利用報告書

記

　
そ
の
他
必
要
と
す
る
保
健
指
導
・
相
談

訪問型

利用日数

Ⅰ
階
層

Ⅱ
階
層

Ⅲ
階
層

通所型

Ⅰ
階
層

Ⅱ
階
層

Ⅲ
階
層



第 15 号様式 

年 月 日  
 
 （宛先）契 約 事 務 受 任 者 

名古屋市子ども青少年局長    住所                 
 

委託事業者名               
代表者名               
口座振替登録番号           

 

名古屋市産後ケア事業委託料請求書 

 
次のとおり名古屋市産後ケア事業委託料を請求します。 

 

請求額 ￥          ★ （非課税） 

 
 【内訳】 

区分 階層 
単価 

（1 日あたり） 

件数 

（のべ日数） 
金額 

宿泊型 

Ⅰ階層 27,270   

Ⅱ階層 23,750   

Ⅲ階層 16,250   

通所型 

Ⅰ階層 18,180   

Ⅱ階層 15,820   

Ⅲ階層 10,910   

訪問型 

Ⅰ階層 12,000   

Ⅱ階層 10,440   

Ⅲ階層 7,200   

合計  

 


